
第45号 発議案

原案可決

金会 一敷

横田め ぐみさんの一 日も早い帰国 を願い、

拉致事件の解決 を求める意見書

上記議 案 を別紙 の とお り提 出 します。

平成23年12月22日

提出者 総務文教委員長 桜 井 甚

新潟県議会議長 村 松 二 郎 様



横 田め ぐみ さんの一 日も早い帰国を願 い、

拉致事件の解決を求める意見書

横 田め ぐみ さんが北朝鮮 に拉致 されて34年 、今年 も拉致 された11月15日 に、一 日

も早 い拉致事 件の解 決 とめ ぐみ さんの帰国 を目指 し、県 をは じめ多 くの関係機 関の

協 力の も と、 「忘れ るな拉致11・15県 民集 会」が開催 され た。

め ぐみ さんの御両親 も高齢 とな り、め ぐみ さん の一 日も早 い救 出を呼びか ける姿

には、 これ まで以 上に必死 の思 いが込め られてお り、拉致事 件の解 決 を願 い駆 けつ

けた多 くの県 民が、北朝鮮 による卑劣な拉致 事件 を忘 れ ることな く、一 日も早 いめ

ぐみ さん の帰国の実現 を誓 った。

報道 によれ ば、 日本政府 が1年 ほ ど前 に、北朝鮮 当局が作成 した とされ る平壌 の

住民情報 資料 を入 手 し、そ の中 に横 田め ぐみ さん と思われ る情報が存在 して いる こ

とか ら、分析 を急 いでいる との ことで ある。

これが事 実で あれ ば、1年 も前 に情報 を入 手 していたな らば、なぜ速や か に北朝

鮮 に対 し強 く再調査 を求めなか ったのか、政府 の対応 は看過 できない ことであ り、
一 日も早 い帰国 を願 ってい る御 家族 の心 中は察す るに余 りある

。

よって国会並 び に政府 におかれては、 一 日も早 い拉致事件解決 のた め、北朝鮮 に

対 し強 力 に再調査 の早期実施 を求 めるよ う強 く要望す る。

以上、地 方 自治法第99条 の規定 によ り意見書 を提 出す る。

平成23年12月22日

新潟県議会議長 村 松 二 郎
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原案可決

賛戚多数

第46号 発議案

閣僚の行動規範の徹底化を求める決議

上記議案 を別紙 の とお り提 出 します 。

平 成23年12月22日

佐 藤 純

尾 身 孝 昭

佐 藤 卓 之

斎 藤 隆 景
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閣僚の行動規範の徹底化を求める決議

参議 院本会議で、一川 防衛大 臣 と山岡消費者担 当大 臣に対 す る問責決議案が可決

された 。
一川防衛大 臣は就任前 に、 「安全保障については素人だが、 これが本 当のシ ビリア

ンコ ン トロールだ」 と、文民統 制の意 味 をはき違 えた発言で、 「閣僚失格」 を露呈

す る とともに、そ の後 も職務へ の真剣 さや誠実 さを疑 わせ る発言が 目立 って いるば

か りか 、ブー タン国王夫妻 を歓迎す る宮 中晩 さん会 を欠席 して、民主党議員 の政治

資 金パー テ ィー に出席 し、宮 中行事や 国王夫妻 を軽視 す るよ うな発言 を行 い批判 を

浴 びて い る。

また 、山 岡消費者担 当大 臣は、 自身が代表 を務め る民主党 支部 が、マルチ商法 の

健康食 品会社 か ら45万 円の政治献金 を受 け取 り、後 に返 金 しなが ら政治資金収支報

告 書 に記載 しな いな ど、マルチ商法 に関わ る多 くの疑 惑があ ると ともに、不適切発

言 も多 くあ り、両大 臣 とも閣僚 としての適性が 問われてい る。

加 えて 、蓮 肪行 政刷新担 当大 臣が、ブータ ン国王夫妻歓迎 の宮 中晩 さん会 に出席

した際 、宮 中で携帯電話 を使用 していた ことが批判 され るな ど、 閣僚 の品位が疑わ

れ る行動 が多 く見受 け られ る。

野 田総 理は、 「閣僚 の任命 に当たっては、政治家 としての経験 と蓄積 、政策能 力な

どを勘案 し、それぞれ適格で ある との判 断に基づ き任命 した。 閣僚 として職務 を着

実 に遂行 してお り、任命責任 を問われ るものではない と考 えている。」 と擁護 す ると

ともに、 自 らの任命責任 を否定 してい るが、連立政権 を組む 国民新党か らも、一川

防衛 大 臣の罷免 を求 める意見が 出 るな ど、問責決議 を受 けた両大 臣に対 し不適任 と

の声が高 ま って いる。

よ って 本県 議会 は、一川 防衛大 臣及 び山岡消費者担 当大 臣を即刻罷免す ることを

求 め る とともに、全て の閣僚が 自覚 をもって品位 ある行 動 を とるよ う強 く求 め るも

ので ある。

以上、決議 す る。

平成23年12月22日

新 潟 県 議 会



塞劉
第47号 発議案

APECで のTPP交 渉参加表明に抗議す るとともに

国民に対する十分な説明を求める意見書

上記 議案 を別紙 の とお り提 出 します 。

平 成23年12月22日

佐 藤 卓 之

斎 藤 隆 景
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APECで のTPP交 渉参加表明に抗議する とともに

国民 に対する十分な説明を求める意見書

野 田佳彦 総理は11月 のAPEC首 脳会議 においてrTPP交 渉参加 に向 けて関係

国 との協議 に入 る」 と述 べ、事実上 の交渉参加 を表 明 した。そ の後 、TPP交 渉参

加 を巡 って は、国会審議 にお ける閣僚間 の答弁の食い違 いや 、 日米両 国政府 の発表

に矛盾が生 じる等 、混乱 に拍車がかか ってい るが、そ の原 因は野 田佳彦総理 自身に

ある と言わ ざる を得 ない。特 に関係国 との 自由化交渉 にお いて、 国民皆保 険制度 は

「断固我 が国 の制度 を守 るため交渉す る」 と述べ る一方、 コメの関税撤廃 の例外措

置 を明言 しな いな ど、真 の国益 を守 る気概 が感 じられな い。

TPP交 渉参加 に当た り、交渉で協議 され ている事項が何か、我が 国のメ リッ ト

・デ メ リッ ト及び 国益 上の危機 が何か、いか なる対策 を検 討 して いるのかな どにつ

いて 、政府 が十分 な情報提供 を行 っていないため、未だ国民的議論が全 く熟 して い

な い段 階で ある。特 にTPPは 「聖域 なき関税ゼ ロ」が前提 で あるとされて いるに

もかかわ らず、 これ に我が 国が どのよ うに対応す るのか不明確 な 中で交渉参加表 明

を行 った ことは、拙速 のそ し りを免れ ない。

さ らに、与野党 を問わずAPECで の拙速 な交渉参加表明 には慎重な意見が続 出

し、地方議会 で も交渉参加 に反対す る意見書が相次いで可決 され る中、 こうした声

をな いが しろ に して交渉参加 に踏 み切 った ととは極 めて遺憾 であ り、本県 議会 は政

府 のTPP交 渉参加表明 に、 断固抗議す る ものであ る。

よ って 国会並 び に政府 におかれて は、TPPに 関す る国民的議論が熟すよ う、交

渉 で得 られ た必 要な情報は速やか に明 らか に し、TPPに 参加 した場合の我が国 の

メ リッ ト ・デ メ リッ ト及び国益上 の危機 を分か りやす く国民 に説明す るよ う強 く要

望す る。

以 上、地方 自治法第99条 の規 定 によ り意見 書 を提 出す る。

平成23年12月22日

新潟県議会議長 村 松 二 郎
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原案可決

賛成多数

第49号 発議案

サイバー攻撃への対処 と情報保全対策の強化 を

求 める意見書

上記議 案 を別紙 の とお り提 出 します。

平 成23年12月22日

佐 藤 純

尾 身 孝 昭

佐 藤 卓 之

斎 藤 隆 景
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村 松 二 郎 様新潟県議会議長



サイバー攻撃への対処と情報保全対策の強化を

求める意見書

衆議院や参議 院、政府機 関 を狙 ったサ イバー攻撃が 明 らか にな り、サイバー攻撃

に対 す る国民の不安が高 まってい る。

我 が国 の重要 な情報がサイバ ー攻撃 で海外 に流 出す る ことは、 国益 に大 きな影響

があ り、政府 が一体 となってサ イバー攻撃 への対処 と情報保全 の基本戦略 を早急 に

推進 す る ことが求 め られ てい る。

特 に現在、不定期 開催 とな ってい る情報セ キュ リテ ィ政策会議 を定期 開催す る こ

とや 、情報保全 の危機分析 、内外情勢分析 、諸外国 の政策動向等 を定期的 に国会 に

報告す る ことで、我が 国の情報保全対策 に対す る決意 を内外 に示す こととな る。

よって国会並び に政府 におかれて は、下記 の事項 につ いて積極的 に実現 を図 り、

サイバ ー攻撃 に対す る国民 の安心 ・安全 を守 るよ う強 く要望す る。

記

1国 家 と しての安全保障の観点か ら、情報保全の基本戦略 を早急 に推進する こと。

2防 衛 省は我が国の防衛 調達 に関す る情報管理、保秘体 制 を強化す ること。

3政 府 は重要な社会基盤 に対す るサイバー攻撃の可能 性 を評価 ・検 証 し、地方 自

治体 に対す るサイバー攻撃対策 につ いて も、早急 に戦 略 を構築す ること。

4民 間の優 れた人材の技 術 を活用 し、官民一体 とな った情報保 全対 策 を推進す る

こと。

5`サ イバー攻 撃 を行 った犯人 を特定で きる体 制の整備 を行 うこと。

6サ イバ ー攻撃 の発信元 で ある国へ強 く抗議をする とともに、取締 りの強化 を強

く求 める こと。

以上、地方 自治 法第99条 の規 定 によ り意見書 を提 出す る。

平成23年12月22日

新潟県議会議長 村 松 二 郎
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第50号 発議案

放射性物質による汚染の検査 ・除染の徹底化 を

求める意見書

上記議案を別紙のとおり提出します。

平成23年12月22日

提出者 佐 藤 莞 爾 佐 藤 卓 之 佐 藤 純

桜 井 甚 一 斎 藤 隆 景 尾 身 孝 昭

柄 沢 正 三

賛成者 提出者を除き議員全員

新潟県議会議長 村 松 二 郎 様



放射性物質による汚染の検査 ・除染の徹底化を

求める意見書

東京電 力福 島第一一原子 力発電所 の事故 を受 けて、新潟市が東京電 力株式会社 に貸

与 した 消防ポ ンプ車2台 が 、放射性物質 に汚染 されて使 えな いた め、新車 を購入す

る こととな った。

また 、高 い放射線量 を放つ 自動車が ロシア極東地区で発見 された り、輸 出予定 の

中古車 か ら高 い放射線量が検 出された と報道 されてい る。

国 は、警戒 区域 内等 の車両 の持 ち出 しにつ いては放射 性物質 による汚染 の検 査 を

行 ってお り、 また、 自動車の輸出 には放射性物質 による汚染 の検査が義務付 け られ、

放 射線量 が高 い 自動車 は流通 しない こととな ってい るが、すで に高 い放射線量 を放

つ 自動車 が市場 に出回 り、 国内流通 して いるとの報道 も見 られ る。

現在 、 自動車な どについて は放射性物質 による汚染の検 査が不十分な状況で あ り、

対応 の不備 によ り国民 の命が危 険にさ らされてい る。

放 射性物質 によ る汚 染は、長期 間にわた って持続 され ることか ら、 自動車だ けで

な く放射能濃度 の高 い地域 にあった物資 を地域外 に移動 す ると、放射性物質 によ る

汚 染 も広が り、身体 にも影 響す る。

よ って 国会並 び に政府 におかれて は、 自動車 ・物資等 の放射 性物質 による汚染 の

検査 及び 除染 の徹 底 を図 るよう強 く要望す る。

以上、地方 自治 法第99条 の規定 によ り意見書 を提 出す る。

平成23年12月22日

新潟県議会議長 村 松 二 郎
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原子力発電所等の警備に関する意見書

上記議案 を別紙 の とお り提 出 します 。

平 成23年12月22日
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原子力発電所等の警備に関する意見書

今般 の福 島第一原子 力発電所 の事故 は、国際社会 に大 きな衝撃 を与 えたが、原子

力発電 所 の安全対策 は 自然災害 のみな らず 、テ ロ対策 も重要で ある ことは言 うまで

もな い。

特 に現在 、収束 に向けた努 力が続 けられて いる福 島第一原子 力発電所 に対 して、

テ ロ組織等が攻撃 を企 てる と、不安定 な状態 とな って いる原子炉か ら大量 の放射性

物 質が放 出され る可能性 もあ り、厳重な警備体制が必要 とされて いる。

しか しなが ら、我 が国の法体 系、警備体 制は十分 とは言 えず 、原子 力発電所 を含

めた重要施設 の警備 について も、国家 として確 固たる意志 を示 さなけれ ば、テ ロリ

ス トの標 的 とな り、国民の生命 ・財産 を危機 にさらす 可能性 があ るもの と考 え る。

よって 国会並 び に政府 におかれて は、下記の事項 について早急 に検 討 し、可能 な

ものか ら速や か に実現す るよう強 く要望す る。

記

1「 成 田国際空港警備隊」 を参考 に、警 察に新た に 「原発等警備隊」 を創設す る

な ど、警備体 制 の充実 を図る こと。

2自 衛 隊の任務 に原子 力発電施設等 の警護 を加 える 自衛 隊法 の改正 を行 うこと。

3海 上か らの攻撃 に対処す るため、海上保安庁 と海上 自衛隊 の連携 を強化す る こ

と。

4警 察 ・自衛隊 と周辺 自治体 を加 えた防護訓練 を実施す る こと。

以 上、地方 自治法第99条 の規定 によ り意見書 を提 出す る。

平成23年12月22日

新潟県議会議長 村 松 二 郎
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